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Ⅰ 趣旨 

天童市では、天童市山口児童館を公私連携認定こども園へ移行することとして

いる。公私連携認定こども園とは、就学前の子どもに関する教育・保育等の総合

的な推進に関する法律（以下「認定こども園法」という。）第３４条に規定する

幼保連携型認定こども園又は児童福祉法第５６条の８に規定する公私連携保育所

（公私連携保育所型認定こども園を含む）の運営方法の一つで、設置及び運営の

主体となる民間事業者が本市と協定を締結し、運営に必要な人員配置や教育・保

育内容等について、本市の関与を受けながら、安定的な運営及び教育・保育の提

供を行う施設である。 

民間事業者の選定に当たっては、本市の保育の量と質の向上に総合的に資する

ことができる、より優れた事業内容を採用するため、公募型プロポーザル方式に

よる選考を実施する。 

 

Ⅱ 募集対象施設 

 １ 天童市山口児童館の概要 

   以下に示す事項のほか、添付する位置図（別紙１）、配置図及び平面図（別紙

２）を参照すること。 

  (1) 共通事項 

   ア 所在 天童市大字山口１９１７番地１ 

   イ 都市計画区域 市街化調整区域 

  (2) 土地 

   ア 面積 １８５６．１４㎡ 

   イ 地目 宅地及び学校敷地 

  (3) 建物 

   ア 建築年月 平成７年１月 

   イ 構造等  木造平屋建て 

   ウ 延床面積 ６６２．８９㎡ 

 ２ 移行する認定こども園の類型 

   公私連携幼保連携型認定こども園又は公私連携保育所型認定こども園 

 ３ 定員設定 

   市全体の保育需要の受け皿としての役割及び山口地域の就学前児童の教育部

分利用の需要の受け皿としての役割を果たすことができる施設とするため、１

号認定こども及び３号認定こども（１歳児からの受入れ）の定員設定を必須と

し、次表を参考として概ね５０名の認可定員とすることを基本とする。ただし、

これを基本として、他の定員設定の提案を妨げるものではない。 
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  （参考） 

区 分 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

１号認定子ども  － － ４ ４ ４ １２ 

２号認定子ども  － － ９ ９ ９ ２７ 

３号認定子ども － ６ ６ － － － １２ 

合 計 － ６ ６ １３ １３ １３ ５１ 

 ４ 開園予定年月日 令和４年４月１日 

 ５ 開園までの全体スケジュール 

    公私連携法人候補者の決定 令和２年１２月 

    仮協定の締結       令和３年 １月 

    本事業に必要な議会の議決 令和３年 ３月 

    協定の締結        令和３年 ４月 

    公私連携法人の指定    令和３年 ４月 

    施設改修（設計及び工事） 令和３年度（市施工） 

    公私連携認定こども園開園 令和４年４月１日 

   （詳細は、公私連携法人と市が協議のうえ、取り決めるものとする。） 

 

Ⅲ 施設に係る諸条件 

 １ 土地 

   公私連携認定こども園の事業の用に供する土地は、行政財産の用途廃止の手

続きを経て公私連携法人に無償で貸し付ける。 

 ２ 建物 

   公私連携認定こども園の事業の用に供する建物は、本市が公私連携認定こど

も園の運営に必要な改修を行い、行政財産の用途廃止の手続きを経て公私連携

法人に無償で貸し付ける。 

   本市が施工する施設改修は、調理設備の新設、給排水設備の改修、冷暖房設

備の更新、照明設備のＬＥＤ化、窓ガラスの複層化及び内外装の改修等を予定

している。 

 ３ 備品等 

   原則、公私連携法人に無償で貸し付ける。ただし、本市が指定する備品等に

ついては、この限りではない。 

 ４ 駐車場 

   職員用及び保護者送迎用駐車場は、本市が貸し付ける敷地内に確保する。 

 

Ⅳ 運営に係る諸条件 

１ 法令順守 

    認定こども園法、基準省令、県条例、天童市特定教育・保育施設及び特定地
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域型保育事業の運営に関する基準を定める条例その他の関連法令を遵守し、適

正な施設運営を実施するとともに、幼保連携型認定こども園教育・保育要領に

基づく教育・保育を実施すること。 

 ２ 名称 

   公私連携認定こども園の名称は、施設の公益性と中立性を鑑み、市と協議の

うえ決定すること。 

 ３ 開園日 

   公私連携認定こども園の開園日は、月曜日から土曜日（国民の祝日に関する

法律に規定する休日及び１２月２９日から１月３日までの期間を除く。）まで

とする。ただし、これを超えて開園日を提案することを妨げるものではない。 

 ４ 開園時間 

   １日１１時間以上の開園とする。 

 ５ 地域子ども・子育て支援事業 

   ２号及び３号認定子どもに対する延長保育事業及び１号認定子どもに対する

一時預かり事業（幼稚園型）の実施は、必須とする。また、地域の子育て環境

の充実に資すると見込まれる地域子ども・子育て支援事業の実施について、施

設計画との整合性を図ったうえで提案することができる。 

 ６ 給食 

   給食は、１号認定子どもを含めて自園調理による給食を提供すること。 

 ７ 特別な支援を要する子ども及び保護者への対応 

   障がい児及び発達支援を要する子ども及び保護者ヘの対応に係る支援体制を

整備するとともに、その受入については、市全体の入所調整等に協力すること。 

 ８ 園内行事等について 

   保護者の信仰の多様性に配慮し、宗教的な行事又は催事等を実施しないこと。

ただし、クリスマス会等一般的に社会に定着していると思われる行事について

はこの限りでない。 

 ９ 山口児童館からの円滑な引継 

(1) 継続児童の受入れ 

   公私連携認定こども園開園日の前日における山口児童館の在館児について

は、公私連携認定こども園への入園を希望する全員を受け入れること。また、

特に保護者の意思表示がない限り、卒園までの教育・保育を継続して提供す

ること。 

(2) 合同保育の実施 

  円滑な引継を進めるため、山口児童館と連携して、公私連携認定こども園

開園前の合同保育をはじめとする対策を講じること。合同保育の実施期間、

引継の具体的内容等に関しては、公私連携法人と本市との間で別途協議の上

定める。 
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(3) 地域連携 

    山口児童館周辺は、山口小学校及び山口児童クラブなでしこ（放課後児童

クラブ）が集積する地域であるため、通学中の子どもの安全及び隣接施設間

での騒音対策に十分配慮すること。 

  現在、山口児童館は入館児童に地域的制限を設けていないが、開設以降の

経過から、地域性の高い施設である。山口児童館における地域の特色を生か

した施設運営、地域住民及び山口小学校とのつながり等、これまでの歴史を

尊重した教育・保育の実施に係る考え方について提示すること。なお、参考

として山口児童館要覧（別紙３）を添付する。 

(4) 保護者対応 

  山口児童館入館児童の保護者の新たな経済的負担や保育環境の変化に関

して、配慮すべき対策を提示すること。 

 

Ⅴ 応募資格 

  応募資格を有する民間事業者は、子ども・子育て支援法等の関係法令等を遵守

するとともに、認定こども園を運営するために要する資力・信用・技術・意欲を

有し、応募時点において、次に掲げる事項のいずれにも該当する者とする。 

(1) 本県東南村山地域に本部を置く学校法人又は社会福祉法人（以下「法人等」

という。）であること。 

(2) 本募集要項に係る認定こども園の運営を自ら実施する法人等であること。 

(3) 民事再生法又は破産法等に基づく手続開始の申立てがなされていないこ

と。 

(4) 法人等が現に運営している施設に対する所管庁の監査・実施指導等におい

て、過去３年以内に重大な文書指摘等を受けていないこと。 

(5) 過去に当該法人等の責めに帰すべき事由により、本市及びその他の地方公

共団体から指定管理者の指定を取り消されていないこと。 

(6) 直近２年間において、国税、地方税、水道料金及び下水道使用料のいずれ

にも滞納がないこと。  

(7) 暴力団等又はこれに準ずるものでないものとして、次に掲げるいずれにも

該当しないこと。 

   ア 法人等の役員等又は法人等を構成する者（以下この号において「役員等」

という。）が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）又は暴力団員でなくなった

日から５年を経過していない者（以下「暴力団員等」という。）であると

き。 

   イ 法人等の役員等が、自団体、自己若しくは第三者に損害を与えることを

目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
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第２条第２号に規定する暴力団をいう。）の威力又は暴力団員等を利用し

ていると認められるとき。 

   ウ 法人等の役員等が、暴力団員等に対して資金を供給し、又は便宜を供与

するなど積極的に暴力団の維持、運営等に協力し、若しくは関与している

と認められるとき。 

エ 法人等の役員等が、暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有して

いると認められるとき。 

オ 法人等の役員等が、暴力団員等であることを知りながら、これを不当に

利用していると認められるとき。 

カ 法人等の役員等が、暴力団員等を法人等が設置する施設の管理・運営業

務に従事させ、又は当該業務の補助者として使用するおそれがあるとき。 

キ 暴力団員等が、法人等の運営に実質的に関与していると認められるとき。 

 

Ⅵ 募集の実施  

１ 募集スケジュール  

令和２年１０月 ９日（金）募集要項等の公表・配布 

    １０月２３日（金）現地見学会・説明会 

    １０月３０日（金）募集要項に関する質問の受付期限 

    １１月 ６日（金）募集要項に関する質問に対する回答の公表 

    １１月１３日（金）エントリーシート提出期日 

    １２月 ７日（月）提案書類受付開始 

    １２月１１日（金）提案書類受付期限 

 ２ 募集要項等の公表・配布 

   本市ホームページに掲載し、様式データ等についてはダウンロードにより配

布に代える。 

 ３ 現地見学会・説明会（事前申込制） 

  (1) 日時 令和２年１０月２３日（金）午後１時３０分から１時間程度 

  (2) 場所 天童市山口児童館 

  (3) 事前申込 令和２年１０月２０日（火）午後５時１５分までに参加申込書

（様式第１号）を次の電子メールアドレスに送信すること。メール件名は、

「山口児童館現地見学会・説明会」とすること。なお、参加者は、１法人に

つき２名以内とする。 

e-mail：jidoukatei@city.tendo.yamagata.jp 

(4) 提出確認 電子メールを受領した場合は、本事業担当課から受領メールを

返信する。返信がない場合は、担当課に電話で問い合わせ確認すること。（電

話：０２３－６５４－１１１１内線７２４） 

(5) その他 現地見学会・説明会への参加は、応募に際しての必須条件としな

mailto:jidoukatei@city.tendo.yamagata
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い。 

４ 募集要項等に関する質問の受付 

 募集要項に関する質問の受付は、次により行う。  

(1) 受付期限 令和２年１０月３０日（金）午後５時１５分まで必着（期限を

過ぎた質問には回答しない。） 

(2) 質問方法 質問書（様式第２号）に質問内容を簡潔明瞭に記載し、前出の

電子メールアドレスに送信すること。メール件名は、「山口児童館質問書」と

すること。なお、電話又はファックスでの質問は受け付けない。 

(3) 提出確認 電子メールを受領した場合は、本事業担当課から受領メールを

返信する。返信がない場合は、担当課に電話で問い合わせ確認すること。 

５ 募集要項に関する質問回答の公表  

募集要項に関する質問回答の公表は、次により行う。 

(1) 公表日 令和２年１１月６日（金） 

(2) 公表方法 本市ホームページに掲載 

 ６ エントリーシートの提出 

   本募集に応じる可能性のある法人は、次によりエントリーシートを提出する

ものとする。 

  (1) 提出書類 エントリーシート（様式第３号） 

  (2) 提出期限 令和２年１１月１３日（金） 

  (3) 提出方法 前出の電子メールアドレスに送信すること。メール件名は「山

口児童館エントリーシート」とすること。 

  (4) その他 提出の有無についてのみ、提出期限後に市ホームページで公表す

る。なお、エントリーシートの提出は、提案書類の提出に当たっての必須条

件とする。 

７ 提案書類の提出及び方法等  

 提案書類は次により提出するものとする。 

(1) 提出期間 

 ア 受付開始 令和２年１２月 ７日（月） 

 イ 提出期限 令和２年１２月１１日（金）午後５時１５分まで必着 

(2) 提出先及び提出方法 天童市健康福祉部子育て支援課児童育成係への郵

送又は持参とする。 

(3) 提出書類 提出書類は次のとおりとする。様式の定めのない場合は任意様

式とし、用紙サイズは原則としてＡ４とする。なお、必要に応じて書類の追

加提出を求める場合がある。 

ア 提案書類提出書（様式第４号及び第４－１号） 

イ 応募の動機及び施設運営に関する考え方（様式第５号） 

ウ 幼児教育・保育の実施に関する提案（様式第６号） 



 

7 

 

エ 山口児童館からの引継に関する提案（様式第７号） 

オ 法人登記簿謄本 

カ 法人の寄附行為又は定款の写し及び登記事項証明書 

キ 役員名簿 

ク 代表者の履歴書 

ケ 決算書類（収支計算書、貸借対照表、財産目録等：直近３年度分） 

コ 予算書（令和２年度度分） 

サ 法人の印鑑証明書（提出書印） 

シ 誓約書（様式第８号） 

(4) 提出部数等 提案書類は正本１部及び副本９部とし、ＵＳＢメモリその他

の媒体により電子データを併せて提出すること。 

(5) 応募の無効 次のいずれかに該当する場合は、提案を無効とする。 

ア 応募資格がない者が行った提案 

イ エントリーシートを提出していない者が行った提案 

ウ 団体の代表者以外の者が行った提案 

エ 提案書類その他の提出書類に虚偽の記載がある提案 

オ 応募者の意思表示が不明確である提案  

(6) 募集の中止等 募集及び審査を公正に行うことができないと認められる

ときは、当該応募者を参加させず、または募集を延期し、若しくは取り止め

ることがある。 

８ 提案に関する留意事項  

(1) 募集要項の承諾 応募者は、提案書類の提出をもって、募集要項の内容を

承諾したものとする。 

(2) 費用負担 提案に要する費用は、すべて応募者の負担とする。 

(3) 提案書類の取扱 

ア 公表等及び著作権等 本事業に関する応募書類の著作権は、応募者に帰

属するものとする。ただし、選定事業者の公表時その他市が必要と認める

ときには、市は書類の全部または一部を、応募者の承諾を得たうえで、無

償で使用できるものとする。  

イ 特許権等 本事業に関する応募書類の内容に含まれる特許権、実用新案

権、意匠権、商標権等の日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利

の対象となっている事業手法又は維持管理方法等を使用した結果生じた責

任は、原則として応募者が負うものとする。  

ウ 提出された書類等は返却しない。  

エ 提出された書類等の内容変更、差替え等は、審査の執行上市から特に指

示のあった場合以外は、原則として認めない。 
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(4) 市が提供する書類等の取扱 

市が提供する書類等は、本事業検討以外の目的で使用してはならない。 

 

Ⅶ 公私連携法人候補者の決定及び公表に関する事項 

１ 選定委員会 

本事業に関する応募内容を総合的に審査するため、本市に選定委員会を設置

する。選定委員会においては、最も優れた提案を行った応募者を公私連携法人

候補者として選定する。 

２ 提案審査の実施 

公私連携法人候補者の提案審査は、次により実施する。 

(1) 評価基準 提案審査は、以下の項目について、評価基準（別紙４）により

公平かつ客観的に評価・採点し、最高得点者を公私連携法人候補者として選

定する。 

ア 教育・保育の実施に関する評価 

・幼児教育・保育の理念及び方針 

・幼児教育・保育の実施に係る具体的内容 

・幼児教育・保育の質向上に向けた取組 

・認定こども園の運営実績 

・特別な支援を要する子ども等への対応 

・家庭及び保護者との信頼関係構築の取組 

・入園児の安全の確保 

・地域子育て支援事業の取組 

・その他（登降園時の送迎対応等） 

   イ 経営管理に関する評価 

・法人の財政状況の安定性 

   ウ 山口児童館からの引継に関する評価 

・山口児童館在館児の保育環境の変化に対する対応 

・地域連携の取組 

・山口児童館在館児保護者の新たな負担への配慮 

(2) ヒアリングの実施 提案審査において、応募者に対して提案に関するヒア

リングを実施することとし、その内容は次のとおりとする。 

ア プレゼンテーション（応募者による提案説明） 約２０分 

イ 選定委員との質疑応答 約１５分 

※ 日時及び会場等は別途通知する 

(3) 審査結果の通知 審査結果は、全ての応募者に通知する。なお、当該通知

は、他の応募者の名称は伏して行うこととし、評価内容についての質問には

回答しない。 
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３ 公私連携法人候補者の決定及び公表 

公私連携法人候補者の決定及び公表は、次により行う。 

(1) 選定委員会の審査結果を受け、公私連携法人候補者を決定する。 

(2) 公私連携法人候補者に対して、決定の旨を速やかに文書で通知するととも

に、市ホームページに掲載する。 

 ４ 協定の締結及び公私連携法人の指定 

   公私連携法人候補者の決定後、公私連携法人候補者との協定の締結及び公私

連携法人の指定は、次のとおり行うものとする。 

  (1) 仮協定の締結 

    本市と公私連携法人候補者は、認定こども園法第３４条第２項又は児童福

祉法第５６条の８第２項に規定する協定項目について協議し、協議成立後、

仮協定を締結する。 

  (2) 協定の締結 

    本市と公私連携法人候補者は、本市議会において本事業に必要な議案の議

決後、認定こども園法第３４条第２項又は児童福祉法第５６条の８第２項に

規定する協定を締結する。 

    協定の有効期間は、令和４年４月１日から１０年間とする。なお、有効期

間の更新については、本市と公私連携法人において協議するものとする。 

  (3) 公私連携法人の指定 

    協定の締結後、本市は、公私連携法人候補者を認定こども園法第３４条第

１項又は児童福祉法第５６条の８第１項の規定に基づき、公私連携法人とし

て指定する。 

  (4) 公私連携法人の指定を行わない場合の補償 

    公私連携法人の指定に必要な議案の議決等を得られなかった場合又は公私

連携法人候補者の責により本市が公私連携法人の指定を行わない場合にあっ

ては、公私連携法人候補者が本募集要項に従って支出した費用等について、

市は一切の補償の義務を負わないものとする。 

  (5) 協定に定める事項 

   ア 協定の目的となる公私連携認定こども園の名称及び所在地 

   イ 公私連携認定こども園における教育・保育及び地域子育て支援事業に関

する基本的事項 

   ウ 市による必要な設備の貸し付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項 

   エ 協定の有効期間 

   オ 協定に違反した場合の措置 

   カ その他公私連携認定こども園の設置及び運営に関し必要な事項 
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Ⅷ その他の事項 

１ 情報の提供 

本募集要項に定めることのほか、募集に関して必要な事項が生じた場合は、

市ホームページに掲載して情報を提供することとし、エントリーシートの提出

期限後においては、当該エントリーシートを提出した者に限り情報を提供する。 

 ２ 添付資料 

  別紙１ 位置図 

  別紙２ 配置図・平面図 

別紙３ 山口児童館要覧 

別紙４ 評価基準 

  別紙５ （参考資料）天童市の就学前児童の状況 
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様   式   集 
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様式第１号 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集に係る 

現地見学会・説明会参加申込書 

 

天童市健康福祉部子育て支援課 宛て 

 

令和  年  月  日提出 

法 人 名  

所 在 地  

代表者氏名  

参加者職氏名 

（２名まで） 
 

担 当 者 

連 絡 先 
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様式第２号 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集に係る 

質 問 書 

 

天童市健康福祉部子育て支援課 宛て 

 

令和  年  月  日提出 

法人等名  

質問者 

役職・氏名  所属  

連 絡 先  

質問事項 
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様式第３号 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集に係る 

エントリーシート 

 

 天童市健康福祉部子育て支援課 宛て 

令和  年  月  日提出 

１ 応募予定者（運営主体） 

(1)法人名  

(2)所在地  

(3)代表者名  

(4)担当者名  

(5)連絡先  

２ 事業計画概要 

(1)定  員 

区 分 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合 計 

１号    名 名 名 名 

２号    名 名 名 名 

３号 名 名 名    名 

合計 名 名 名 名 名 名 名 

※０歳児受入れ月齢  か月 

(2)開園時間

等 

開園時間   午前  時  分から午後  時  分まで 

教育標準時間 午前  時  分から午後  時  分まで 

保育標準時間 午前  時  分から午後  時  分まで 

保育短時間  午前  時  分から午後  時  分まで 

(3)地域子ど

も・子育て支

援事業 

延長保育事業           午後  時  分まで 

一時預かり事業（幼稚園型）    午後  時  分まで 

 

※事業計画概要は、現時点における検討内容について、可能な範囲内で記載くださ

い。今後の提案内容を拘束するものではありません。 
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様式第４号 

 

平成  年  月  日 

 

天童市長 山 本 信 治 様 

 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名               印 

 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集に係る提案書類提出書 

 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集要項に基づき、下記のとおり提案

書類を提出します。 

 

記 

１ 提出書類 別添提出書類一覧（様式第４－１号）のとおり 

 

２ 提出部数 正本１部、副本９部 

 

３ 連絡先等 

担当

者 

ふりがな  所属  

氏名  役職  

連絡

先 

住所  

電話  

ＦＡＸ  

E-Mail  
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様式第４－１号 

提出書類一覧 

事業者 
法人名称  

代表者氏名  

担当者 職氏名  

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

メール  

 

資料№ 提出書類 提出 

１ 提案書類提出書（様式第４号）  

２ 応募の動機及び施設運営に関する考え方（様式第５号）  

３ 幼児教育・保育の実施に関する提案（様式第６号）  

４ 山口児童館からの引継に関する提案（様式第７号）  

５ 法人登記簿謄本  

６ 法人の寄附行為又は定款の写し及び登記事項証明書  

７ 役員名簿  

８ 代表者の履歴書  

９ 
決算書類（収支計算書、貸借対照表、財産目録等：直近３年

度分） 
 

１０ 予算書（令和２年度分）  

１１ 法人の印鑑証明書  

１２ 法人の印鑑登録証明  

１３ 誓約書（様式第８号）  

－ 電子データファイル  

＜留意事項＞ 

※申請者印は、法人の印鑑登録印を押印してください。 

※正本１部、副本９部を提出してください。（副本はすべてコピーで可） 

※各資料はＡ４サイズで綴じ込んでください。また、資料№をインデックスに書き

込み、資料に貼付し提出してください。 

※この提出書類一覧は、事業者及び担当者欄を記入し、提出欄に○を付し、綴じ込

んだ資料の先頭に添付してください。 
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様式第５号  

 

応募の動機及び施設運営に関する考え方 

 

１ 応募の動機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域社会において認定こども園が担うべき役割、望まれる運営方法について 
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様式第６号  

 

幼児教育・保育の実施に関する提案 

１ 幼児教育・保育の理念及び方針 

 

 

 

 

 

２ 幼児教育・保育の実施に係る具体的内容 

定員設定 

区 分 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合 計 

１号    名 名 名 名 

２号    名 名 名 名 

３号 名 名 名    名 

合計 名 名 名 名 名 名 名 

   ※０歳児受入開始月齢（    か月） 

 

（職員配置、開園日、開園時間等について具体的に記載） 

 

 

 

 

 

３ 幼児教育・保育の質向上に向けた取組 

 

 

 

 

 

４ 特別な支援を要する子ども及び保護者への対応 
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５ 家庭及び保護者との信頼関係構築の取組 

（苦情への対応を含めて具体的に記載） 

 

 

 

 

 

６ 入園児の安全の確保（災害対策、不審者対策及び感染症対策等） 

 

 

 

 

 

７ 地域子ども・子育て支援事業の取組 

（延長保育事業及び一時預かり事業（幼稚園型）は必須） 

 

 

 

 

 

８ その他 

 

 

 

 

 

※本様式が複数頁となることには配慮せず、適宜、行を追加し、具体的な提示内容

が把握できるように作成すること。なお、補足資料を別添にて提出することを妨

げるものではない。 
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様式第７号  

 

山口児童館からの引継に関する提案 

 

１ 山口児童館在館児の保育環境の変化への対応 

（合同保育の実施その他の対応について記載する。） 

 

 

 

 

 

２ 地域連携 

 

 

 

 

 

 

３ 山口児童館在館児保護者の新たな負担への配慮 

（実費負担、上乗せ徴収の考え方についても記載する。） 

 

 

 

 

 

※本様式が複数頁となることには配慮せず、適宜、行を追加し、具体的な提示内容

が把握できるように作成すること。 
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様式第８号 

誓 約 書 

 

認定こども園運営事業者（公私連携法人）募集要項に基づく提案書類の提出に際

し、次に掲げる資格要件をすべて満たしていることを誓約します。 

 

(1) 民事再生法又は破産法等に基づく手続き開始の申立てをしていない。 

 

(2) 現に運営している施設について、所管庁の監査・実施指導等において、過去

３年以内に重大な文書指摘等を受けていない。 

 

 (3) 過去に当法人の責めに帰すべき事由により、地方公共団体から指定管理者の

指定を取り消されていない。 

 

(4) 直近２年間において、国税、地方税、水道料金及び下水道使用料のいずれに

も滞納がない。 

 

(5) 暴力団又はこれに準ずる者でないものとして募集要項に掲げるいずれにも

該当しない。 

 

なお、この誓約について事実と異なる項目がある場合は、公私連携法人候補者の

決定又は公私連携法人の指定の取消等がなされても、一切の異議申立を行いません。 

 

令和  年  月  日 

 

所在地 

 

名 称 

 

代表者氏名                印 

 

 

天童市長 山 本 信 治 様 
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天童市健康福祉部子育て支援課児童育成係 

住 所 〒９９４－８５１０ 

天童市老野森一丁目１番１号 

電 話 ０２３－６５４－１１１１ 内線７２４ 

ＦＡＸ ０２３－６５４－２４８２ 

e‐mail：jidoukatei@city.tendo.yamagata.jp 

URL：http://www.city.tendo.yamagata.jp 

mailto:jidoukatei@city.tendo.yamagata.jp

